
 同一の筐体に収められた全ての無線設備に関し、

申込設備及び上記～で申告した無線設備の工

事設計の範囲外の電波を発射しないことを確認し

た。

８ 添 付 図 面 無線設備系統図

９ 参 考 事 項 無線設備の型式又は名称

短 辺 （日本産業規格Ａ列４番）

 電波の発射範囲の確認

［注１～14 略］ ［注１～14 同左］

15

７の欄は、次によること。


15

７の欄は、１の欄から６の欄までの記載事項以外の工事設計について電波法第３章に

規定する技術基準に適合している旨を記載すること。



は、申込設備に関し、１の欄から６の欄までの記載事項以外の工事設計について、

電波法第３章に規定する技術基準に適合していることを申込者が確認し、にレ印を

付けること。



微弱無線設備とは、電波法第４条第１号に規定する発射する電波が著しく微弱な無

線局の無線設備をいう。



同時申込の無線設備とは、申込設備と同一の筐体に収められた他の無線設備のうち、

当該申込設備と同時に同一の登録証明機関又は承認証明機関に対し、技術基準適合証

明又は工事設計認証の申込をしている無線設備をいう。



は、申込設備と同一の筐体に収められた他の無線設備の有無及び該当するから

までのにレ印を付けることとし、の番号及び種別欄には、番号として技術基準

適合証明番号、工事設計認証番号又は識別番号を記載し、種別として第２条第１項に

掲げる特定無線設備の種別を記載すること。



は、申込設備と同一の筐体に収められた全ての無線設備に関し、申込設備及び

からまでに申告した無線設備の工事設計の範囲外の電波を発射しないことを申込

者が確認し、にレ印を付けること。また、の無線設備であつて現に免許等（免

許、登録又は予備免許をいう。）を受けている場合又は新たに免許等若しくは認証等（技

術基準適合証明、工事設計認証又は技術基準適合自己確認をいう。）を受けた場合は、

で確認した範囲外の電波であつても、その免許等又は認証等に係る工事設計の範囲

内の電波を発射することを妨げない。

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